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批判的観光学の形成
─観光学の新しい一動向─
大 橋 昭 一
Ⅰ．序─批判的観光学とは何か
１．批判理論的ツーリズム論の進展
　近年，世界的規模において，ツーリズムの理論的研究を促進すべしという声が一段と高い。
例えば，2012年の論考でイギリス・ウェールズ大学のプリチャード（Pritchard, A.）は，次のよ
うに述べている（P3,p.11）。
　「ツーリズムに関連した学術雑誌は，1970年代には10数誌だけであったが，今日では約150
誌を数えるに至っている。これらの雑誌の半数以上は，最近の10年間に創刊されたものである。
こうしたツーリズム研究の量的増加にもかかわらず，多くのツーリズム研究者たちは，狭見な
実態説明的研究の道を歩み続け，理論的概念的研究を等閑視している。ツーリズム研究分野で
は半世紀にわたり絶え間なく研究進展がなされてきたにもかかわらず，その存在論的，認識論
的，方法論的研究は立ち遅れていることが，依然として気づかれていないままである。この結
果，この間において社会科学諸分野を広く活力あるものとしてきた多くの哲学的論議において，
ツーリズム研究（者）は隅の方の存在（margin）であることを依然として余儀なくされている」。
　本稿は，こうした問題意識にたって刊行された，このプリチャード論文を収録したアテルイ
エヴィク（Ateljevic, I.）／モーガン（Morgan, N.）／プリチャード編著の『ツーリズム研究の批判
的転換─ホープ・アカデミー（Academy of Hope）の創出』（2012年：参照文献A2）を拠り所にして，
これら論者のいうツーリズムの理論的研究がどのようなものかを考察するものである。
　それは，一言でいえば，イギリス・サリー大学のトライブ（Tribe, J.）らにより近年精力的に
主張され，推進されている「批判理論的立場にたったツーリズム論」（critical theory of tourism）
を土台とし，それを発展・展開・拡大させたものである。この批判理論的ツーリズム論の基本
的原理は，例えば，2008年のトライブの論考「批判的営為としてのツーリズム」（参照文献T）な
どで明らかにされてきたが，前記アテルイエヴィクらの2012年の編著は，それをいわば体系的
に肉付けして拡大し，現段階における批判理論的ツーリズム論の具体的理論内容を全体的に提
示したものである。
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　その理論内容は，結論を先にしていえば，現代資本主義のもとにおけるツーリズムの研究・
教育・実践（ツーリズム業務）の一般的本質を批判的に明らかにし，それに対抗する批判的立場
にたつツーリズム研究を独自に，しかも内容を含んだ形で，すなわち単なる批判だけのもので
はない形で，展開せんとしたものである。このトライブらの批判理論的ツーリズム論をさらに
発展・展開・拡大し体系化させたものを，本稿では，端的に「批判的観光学」とよび，その大
要を明らかにすることを課題とするものである。
　本稿において，批判理論的ツーリズム論の発展・展開・拡大・体系化されたものを批判的観
光学とよぼうとするのは，ひとえに，批判理論的ツーリズム論が追求理念とするところの，ツ
ーリズムの資本主義的本質を明らかにし，批判的立場のものを対置させようとする主旨が，基
本的には，日本でいう観光学にも妥当すると考えるからである。
　もとより，日本（語）でいう観光と，英語（圏）でtourismといわれるものとは，周知のように，
概念内容において必ずしも同義のものではない。さらに英語では，travelとtourismとでは意
味内容が異なる。travelとtourismとの違いについて，現在行われている統計上などでの区別
については，別著（Ω1）等で論述しているので省略し，ここでは両者が区別されるに至った歴
史的事情についてだけ，一言しておきたい。
　旅，旅行は，もともとtravelといわれていたが，産業革命によって資本主義体制が確立した
1800年代初頭のころから，一般大衆を対象にした集団的な旅行，すなわち旅行業者の主催のも
とに行われるいわゆるパックツアーが盛んになった。当時，こうした一般大衆を対象にした，
お仕着せ的なパックツアーは，それまで上中層階層によって維持（独占）されてきたtravelの品
位を落すものであり，travelではなく，tourismとよぶべしという強い声があり，歴史的かつ
一般的には，このころからtravel とtourism との分離がおきたのである（B,27頁，詳しくはΩ2）。
　本稿は，そうした観光，travel，tourismの語義上の区別を充分踏まえたうえで，本稿で展
開する所説の主旨からすると，これら３つの言葉は，これを特に区別する必要はないものと思
料するものである。確かに本稿で主として対象とするものは，tourismを主題とした英語文献
であるから，以下の所論は厳密には英語でtourismといわれるものを対象にしている。
　しかし，本稿で研究課題としているものは，前述のように，現代資本主義におけるツーリズ
ムの社会的本質であり，ツーリズムの資本主義的本質をめぐる研究方向の形成・発展・展開の
状況であって，それは，基本的には，現在日本における観光にも妥当すると考えられるべきも
のである，というのが本稿の主張点の１つである。それ故，本稿では観光，travel，tourism
を基本的には同義なものと扱っているが，他方，これら３語を必要に応じて使い分けている所
があることをお断りしておきたい。
　なお，参照文献は末尾に一括して掲載し，典拠個所はその文献記号により本文中で示した。
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２．批判的観光学の序論的概要
　ここでいう批判的観光学がどのようなものをいうかについて，さらに，次の点をお断りして
おきたい。それは，批判的観光学が提示している具体的な理論内容の大要に関してである。批
判的観光学は，全体的には，概ね次のような特徴をもつ論者の主張をいうものである。
　すなわち，これらの論者たちは，現在体制のもとにおけるツーリズムの研究・教育・実践の
あり方に対してとにかく批判論的立場をとる点では，すべてにおいて共通するのであるが
（C1,p.166），それ以外においても，比較的多くの論者に共通して主張されるいくつかの点，すな
わち部分的に共通する主張点があることである。これらの点を含め，これらの諸論者は１つの
学派的存在とみていいものであるが，これらの比較的共通した特徴的諸点は，本稿筆者のみる
ところ，次の諸点にある。
　第１に，現時点において批判的観光学，すなわち批判的立場にたつツーリズム論が必要とさ
れる根源はどこにあるかの認識についてである。この点，すなわち，現在実際に推進・展開さ
れている通常のツーリズムの理論・教育・実践に対し批判的立場を対置させ，それらを少しで
も是正することが必要であるのは何故かについて，批判論的立場の多くの論者は，これらの実
際の理論・教育・実践がネオ・リベラリズムの思想にたち，資本の利益にはなっているが，一
般ツーリストや観光地住民を含め，一般公衆の利益にはなっていない。それ故，この点を変革
する必要があると主張するのである。つまり，ネオ・リベラリズム的傾向に対する批判である
（例えばM2,p.xviii;  P1,p.946;  P2,p.2;  M1,p.49;  S2,p.77;  L1,p.110;  S1,p.135;  H1,p.151）。
　第２に，批判的観光学の主要な論者では，ネオ・リベラリズムに代えて提起されるのが「ホ
ープフル・ツーリズム」（hopeful tourism）の主張にある点である。ホープフル・ツーリズムに
ついて詳しくは，本稿後段でプリチャード／モーガン／アテルイエヴィクによる説明を概観す
るが，プリチャードら３名は，前記の書『ツーリズム研究の批判的転換』の編者であり，もと
もと同書は副題において「ホープ・アカデミーの創出」と称しているものである。ホープフル・
ツーリズム教育のフレームワークは，同編書においてオランダ・ヴァーゲニンゲン大学のシュ
ヴァルチン（Schwarzin, L.）によっても論じられている（参照文献S１）。すなわち，批判的観光学は，
これらの論者の定式化によると，何よりもホープフル・ツーリズムの理論たるものである。た
だし，本稿でいう批判的観光学の論者のなかには，例えば，南オーストラリア大学のヒギンス
=デスビオレス（Higgins-Desbiolles, F.）のように，「正義のツーリズム」（justice tourism）の実現を
標榜する者もある（参照文献H１）。
　第３に，この場合，こうしたネオ・リベラリズム的体制からの変化・変革が，多くの論者で
は，revolutionといわれるのではなく，transform，transformativeもしくはtransformation（以
下では変革という）とよばれていることである。この編書の巻頭基調論文（foreword）を書いてい
るマクラーレン（McLaren, P.）／ジャラミロ（Jaramillo, N.E.）では，批判的観光学の立場でとら
れるべき教育を，“revolutionary critical pedagogy”（M2,p.xxii）と表現している個所もあるが，
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他の個所では “transformative pedagogy”と表現しているし（M2,p.xxxiii），transformativeや
transformationという言葉を使っている論者が多い。transform，transformationもしくは
transformative modelが批判的観光学のスローガンである（P1,p.944; M4,p.221）。
　第４に，こうした変革において教育の果たす役割が大きいとしているものが多いことである。
例えば，プリチャード／モーガン／アテルイエヴィクは，前記編著の基調的序文（introduction）
で「ホープ・アカデミィの創出は，〔研究（enquiring）─教育（learning）─行動（action）〕の軸
で表現されるもの」であると規定し，当該編書を「第１部批判的ツーリズム研究（critical 
tourism research）」，「第２部批判的ツーリズム教育（critical tourism education）」，「第３部ツーリズ
ム社会における批判的行動（critical action in the tourism world）」に分けている。このうちで，第
２部冒頭の基調的論文というべきものを書いているモーガンは，批判的観光学が求めるような
「変革は，教育システムの改革，すなわち，大学が『象牙の塔』から『監視の塔』（watch 
towers）に変わることによってなしえられる。・・・このことは，今日，大学がネオ・リベラリ
ズム的なマネジメントの構造と市場価値によって支配されている点からも，重大な課題である」
と述べている（M3,p.73; 同様な記述はL2,p.97にもある）。
　ここでいう批判的観光学は，本稿筆者のみるところ，例えば経営学分野においてわが国で一
般に「批判経営学」もしくは「個別資本理論」とよばれるものに類似したところがあり，本稿
ではそれにならって「批判的観光学」とよぶものであるが，しかしそれは，批判経営学と全く
同質のもの，同レベルのものというのではない。批判経営学は，資本主義的経営体制批判を根
本的立脚点とし，何よりもマルクス主義の学問的方法論を根本原理とするが，批判的観光学の
諸論者は，現在のところ，批判経営学ほど基本原理（マルクス主義）や追求理念（資本主義的経営
体制批判）などにおいて，すべてがこのような統一した原理にたつものではないからである。
　しかし，アテルイエヴィクらの前記編書のなかで，これら３名の編者は，連名の基調的序文
（introduction）において，この立場にたつ諸論者について次のように位置づけている。すなわち，
これらの諸論者は，現在の体制のもとにおけるツーリズムの実態，およびその理論，ならびに
学校教育上のあり方に対し，何らかの形や程度において批判的立場にたつという志においては
「同様の見解を持つ人々の緩やかな連合体（a loose coalition of like-minded people）であるネットワ
ーク関係を形成している者たちである」（P2,p.2）。事実，「批判的ツーリズム研究集会」（Critical 
Tourism Studies Conference）が，2005年クロアチアのドゥブロフニクで第１回会合が行われて以
来，定期的に開催されている（2011年第４回大会はカーディフ；A1,p.16; M1,pp.48,49；P1,p.947; 
S1,p.140）。それは，今日すでに，充分に１つの学派的存在とみていいものである。
　以上で概述したように，トライブらの批判理論的ツーリズム論を根幹とする，ここでいう批
判的観光学は，論者により根本的な思想的もしくは理論的なスタンスや理論内容に違いがあり，
あくまでも「緩やかな学問的集団」というべきものであるが，2012年の前記編書で基調的巻頭
論文（foreword）を書いているマクラーレン／ジャラミロの所説が，さしあたり，基本的立場
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を述べた，少なくとも最新の１つの主要論考と考えられる。それ故，まず，それについて大要
を考察する。なお，マクラーレンはカリフォルニア大学を経て，現在はニュージランド・オー
クランド大学所属，ジャラミロもオークランド大学所属である。
Ⅱ．批判的観光学の基礎
１．弁証法的矛盾論の立場
　マクラーレン／ジャラミロの基調的巻頭論文は「弁証法的思考と批判的教育論─批判論的ツ
ーリズム研究のために─」（参照文献M2）をタイトルとするもので，一言でいえば，かれらの主
張内容は，このタイトルに集約的に表現されている。この論文において，マクラーレン／ジャ
ラミロは，カントまで引き合いにだしつつ（M2,p.xxi），ヘーゲル，マルクスなどによって展開
されてきた弁証法理論が，批判的観光学の土台におかれるべきことを主張している。
　そこでは，まず第１に，社会事象を単に何らかの二重性のもとに把握しようとするだけのも
の（dichotomized）は，事象を正しく把握できないものとして批判し，その二重性をあくまでも
矛盾（contradiction）としてとらえ，矛盾の運動によっておきるものと把握すべきことを力説し
ている（M2,pp.xxix,xxxi）。
　レジャー論やツーリズム論では，社会事象を何らかの二重性において把握しようとする試み
は，珍しいものではない。例えば近年では，モダニティをロゴスとエロスの二重性でとらえる
ワン（Wang,N.）の，モダニティを基盤にしたツーリズム論などはその典型例であるが（参照文献
w; 詳しくはΩ4），マクラーレン／ジャラミロは，それを弁証法的矛盾としてとらえることを強調
するのである。この点について，マクラーレン／ジャラミロは，「単なる二重性把握論
（dichotomized thinking）は，歪んだ（distorted）見解をもたらすものである。なぜならば，そうし
た方法は，弁証法的矛盾の関係にある現実の諸要素を，内的に関連し合ったものと認識させる
ことができないからである」と述べている（M2,p.xxix）。
　矛盾の把握のうえにたって，第２に，それが弁証法的に運動するものである点について，マ
クラーレン／ジャラミロは，まず，ヘーゲルの「否定の否定」の思考を紹介した後，マルクス
の唯物弁証法の思考をとるべきものとしている。ここで，マクラーレン／ジャラミロがヘーゲ
ルに言及しているのは，何よりも，ポストモダン論批判に関連している。
　マクラーレン／ジャラミロによると，ポストモダン論者は，要するに，ヘーゲルを数世紀後
に追随しているものたちであるが，しかしヘーゲルは，ポストモダン論者たちとは異なって，「批
判の対象が乗り越えられるところに否定の意味があると信じていた」（M2,p.xxix）。すなわち，
ヘーゲルは否定の否定，つまり第２の否定が，否定のさらなる継続になると単純に考えていた
のではなく，それは，あくまでも自己についてなされる否定（self-referential negation）であるこ
とを示していたのであって，ポストモダン論が，かれらの主張する否定の連続について，その
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根拠をヘーゲルに求めるのは誤りであるというのである。
　この自己についてなされる否定をはっきり明示したのが，マルクスであって，これによって
新しい社会を生み出す哲学が確立した。ここでマクラーレン／ジャラミロは，アメリカ（USA）
におけるマルクス主義的ヒューマニズム論の確立者といわれるヅナイエヴスカヤ（Dunay-
evskaya,A.）に言及し（M2,p.xxix），資本主義体制のもとでは，賃労働（者）が賃労働（者）たるこ
とを否定するところに，弁証法的運動の始点があるとしている。
　このうえにたってマクラーレン／ジャラミロは，さらに，自分たちの主張がマルクーゼ
（Marcuse, H.）らの「ロマンチック的否定論」（romantic negation）とも異なることを主張している
（M2,p.xxxii）。マクラーレン／ジャラミロによると，マルクーゼの主張は，美的領域次元での解
放に志向した二重性論であって，資本主義の矛盾克服には不適当であり，史的唯物論（historical 
materialism）とはいえないものであると論断している（M2,p.xxxii）。これからすると，マクラーレ
ン／ジャラミロの主張は，明らかに，唯物弁証法，史的唯物論に立脚したものと解される。
　ちなみに，ここでいう批判的観光学のなかでも，弁証法的思考の適用形態として，ロンドン・
メトロポリタン大学のカウセヴィク（Causevic, S.）とストラスクライド大学のリンチ（Linch,P.）
のように，ユーゴスラビア解体後のボスニア・ヘルツェゴビナの形成に至る過程は，ヘーゲル
弁証法の「正─反─合」の理論で解明されるものであり，それにはツーリズムが一定の役割を
果たしたと論じている例がある（C1,pp.166-174）。
２．資本主義体制批判の立場
　マクラーレン／ジャラミロの主張は，いうまでもなく，方法論的レベルにとどまるものでは
なく，現実の資本主義体制，直接的にはネオ・リベラリズム的体制，そのなかでもツーリズム
の現在の理論・教育・実践の体制批判に志向したものである。資本主義体制は，かれらによる
と，何よりも資本と（賃）労働の対立・矛盾としてとらえられ，賃労働の資本家的体制からの
解放，すなわち，賃労働の賃労働たることの否定が課題となるものとされるが，ツーリズムと
も関連してみた場合，今日の資本主義体制の問題としては，とりわけ，次の２点が留意される
べきものであるという。
　第１点は，資本主義のもとにおける経済発展の不均等性ともいうべき問題である。ただしこ
こでいう不均等発展は，これまで通常いわれてきたものとは趣旨がやや異なり，端的には，既
発展国と発展途上国との格差是正の問題をいう。この問題は，すでに40年ほど以前から強く指
摘され，その解消が唱えられてきたにもかかわらず，基本的には現在でも未解決のままである。
この格差是正には，発展途上国に有利なように経済発展が進行しなくてはならないが，そうし
た不均等発展は，これまでのところ，大筋ではおきていない。資本主義のもとでは，こうした
格差是正的発展は，不可能とはいえないまでも，容易ではないのである。
　これは，原理的には，１つの国内における資本と労働との間における経済格差是正の問題に
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も妥当する。この場合，資本は企業保有資産はじめ経済力の総体をいうものであり，労働は失
業や（定年）退職後の生活状態なども含むものであるが，そのうえ，労働では，非正規労働の
盛行による賃金や労働時間の不安定化，すなわち一時的な休職や失職といった問題が大きな度
合いを占めつつある。これは，一言でいえば，全体としての雇用縮小（underemployment）といっ
ていいものであるが，資本の巨大化，国際化の他方においては，その必然的結果として，労働
側ではこうした事態が進行している。
　この点は，資本主義経済の第２の問題点と直接関連する。すなわち，現代資本主義では，企
業のなかには多国籍化して巨大化し，国を超えて経済を，従って社会全体を実質的に動かして
いるものが多く現れていることである。この点についてマクラーレン／ジャラミロは，「今や
多国籍企業をコントロールすることによってのみ資本のコントロールはできる時代になってい
るが，１つの国の力ではそれは不可能になっている」と述べている（M2,p.xviii）。
　これに照応した政治体制が，マクラーレン／ジャラミロによれば，小さい政府を標榜する，
1980年代中ごろから始まったネオ・リベラリズム体制であった。例えばネオ・リベラリズム的
政府により実施された規制緩和は，権力を政治から切り離し，かつては国家の役割であったも
のを企業にゆだねたものであり，それは企業ヘゲモニー体制（corporatisation）と私有化体制
（privatisation）を促進し発展させるものであった（M2,p.xx）。
　こうしたネオ・リベラリズム的体制のなかで，批判理論的立場にたつツーリズムの研究・教
育はどのような役割を担うべきものであるのか。次に，この点についての見解をみてみよう。
３．ツーリズム教育のあり方
　マクラーレン／ジャラミロによると，教育の基本的なあり方は，これまでのところ，結局，
その時々の支配的な階級・階層に有利なようになされてきた。これが，この点についてのかれ
らの基本的テーゼである。
　資本主義では，それは要するに，資本家的市場のための消費者を創出するところにあった。
ネオ・リベラリズムの規制緩和の時代では，国家が後退した分，ビジネス勢力が教育の基本的
方向を決する支配的勢力となった。というのは，規制緩和により教育内容の決定権は，直接的
にも，そうした勢力のものとなったからである。一般大衆は，ここでも本質的には，自由のな
い状態（unfreedom）にあるが，自分たちの日常生活，すなわち商品の取得・消費が安全で確実
であることをもって，こうした非自由をよしとし，抑圧的なものとは感じないのである。
　しかし，これは自律性（autonomy）があるものではない。マクラーレン／ジャラミロによれば，
真の自由は，人々が人間生活の有限性を自覚し，その判断の可否を絶えず問い，再吟味すると
ころから生まれるものであるが，それは必然的に，政治体制の正当性を問うものとなる。批判
論的立場からの教育の本義はここにあると規定される。
　このうえにたって，マクラーレン／ジャラミロは，アメリカのクアンツ（Quantz,R.）が，ハ
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イスクール教育でなされている教育内容を３種に大別していることに言及している（cited in 
M2,p.xxii）。クアンツによると，第１は慣習的な（conventional）知識や行動のあり方についての教
育で，人間生活上必要なルールを中心にした慣習的生活方法についての教育である。第２は技
術的ないし技能的な（technical）知識や能力についての教育である。第３は意味の理解を含ん
だ事柄についての知識や行為のあり方についての教育で，道徳的判断などを涵養するものであ
る。
　問題は，これら３種の割合であるが，一般的全体的にみると，多国籍企業文化の盛行ととも
に，重点が，慣習的ルールについての教育および意味理解についての教育から，技術的ないし
技能的な教育に移行していることが確認される結果になっている。
　このうえにたって，マクラーレン／ジャラミロは，目下の教育では，何よりも，意味理解の
教育を進めることが喫緊の課題であるとするが，しかもそれは，単なる理解（understanding）
や思考（reasoning）とは異なった批判的思考（critical reasoning）であるようにすることを不可欠
とするものであることを力説する（M2,p.xxiii）。このことは，別言すると，かれらによると，物
事について所与である表面的現象（the surface of the object）の把握から，本質（the essential 
relations governing it）の解明に至り，本質に基づいて現象を再構成すること（creative re-imagining 
or reconstruction of the object）をいうものである。これは，すなわち，マルクス主義的認識方法
をいうものであり，それに立脚することを主張するものである。マクラーレン／ジャラミロに
よると，他の社会科学分野でも実態（現象）の説明にとどまる実証主義や，精々その抽象的な
整理をもって理論と称する方法が，大宗的地位を占めているが，これらのものに対する批判的
方法の根本的違いは，まさにここにある（M2,p.xxvi）。
　ツーリズムの研究・教育に関しては，以上のような方法に立脚して，現代資本主義社会にお
けるツーリズム，特にツーリズム事業のあり方を問うことが課題になるが，マクラーレン／ジ
ャラミロは，批判理論的ツーリズム論の立場からは，ツーリズムの研究・教育は具体的には次
の諸点にたつことが必要と主張する。
　第１に，ツーリズムは，ツーリストのあり方を含めて，ブルジョア的個人主義（bourgeois 
individualism）という狭い枠から出るものとなることである。第２に，ツーリズム目的地やツー
リズム事業の側では，その運営が当該コミュニティやツーリズム就業者を含めた関係者の参加
的もしくは直接的な民主主義のもとになされるようにすることである。第３に，その際，既存
の狭い当該地域限定的な文化のみを推進する考え方から脱して，多様な文化交互関係
（interculturality）にたって，共に考え生存することを基本とする真の共通性（common），コミュ
ナリズム（communalism）が指導原理となるようにすることである。第４に，ツーリズムを単に
管理や運営の問題として取り上げるのではなく，人間性（humanity）の問題として取り上げる
ようにすることである。第５に，環境の持続的保持のためには，あるいはそれよりも広く，そ
もそもツーリズムの真の発展のためには，単に人々のライフスタイルが変わればいいと考える
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のではなく，それ以上のものが，すなわち，現在の資本主義的社会関係がもつ野蛮性（barbarism）
を共同で批判し変革することが必要であることを知ってもらうようにすること，などである。
　なお，マクラーレン／ジャラミロは，批判的理論が志向する新しい社会とは，少なくとも旧
来型の，欧米でこれまで主流であった，いわゆる伝統的な社会主義でないことを強く断ってい
る。社会主義そのものを否定するのではないが，旧来型のそれは根本的再検討が必要という見
解である。かれらの目指す社会は，例えば「（種々な社会生活上の）差異化（difference）から成る
ものでも，それを構造化しているものでもないところの，社会・行政・教育等を含めた組織の
（現在のものに代わる）今１つの形態（alternative construction）である」と規定している（M2,p.
xxxvii）。
　以上のように，マクラーレン／ジャラミロは，批判的観光学を原理的にはマルクス主義的立
場にたつツーリズム論・観光学と規定しているが，その論考が巻頭基調論文となってる『ツー
リズム研究の批判的転換─ホープ・アカデミーの創出』のなかでも，ホープフル・ツーリズム
について論述している３名の編者，プリチャード／モーガン／アテルイエヴィクでは，結論を
先にしていうと，それよりも広い，例えば修正主義的見解（revisionism）なども排除しない柔軟
な立場がとられている（P2,p.3）。次にこれを取り上げるが，プリチャードら３名は，別稿で，
ホープフル・ツーリズムは新しいものではないとして，ホープの思想はすでにマルクス，ヘー
ゲル，オーウェンらに見られるとしている（P1,pp.947,950）。なお，モーガンは，プリチャード同様，
ウェールズ大学所属，アテルイエヴィクはオランダ・ヴァーゲニンゲン大学所属である。
Ⅲ．ホープフル・ツーリズムの主張
１．ホープフル・ツーリズムとは何か
　ホープフル・ツーリズムは，実質上，プリチャードらの批判的観光学を象徴するものである
が，それは，一言でいえば，ツーリズムが人々に希望（hope）を与えるものとなるようにする
ことである。希望の反対のものとしては不安，恐れ，絶望などが挙げられるが，人々にそうし
た否定的な感情を与える根源を突き止め，それを除去し，希望のある社会，そして，そうした
ツーリズムに作り変えること（transformation）が，ホープフル・ツーリズム論の課題である。
　プリチャードらによると，そうした不安・恐れ・絶望をもたらしている根源のうちの大きな
ものは，結局，ネオ・リベラリズム的体制であって，それによって経済のグローバル化が促進
され，地球環境の際限なき悪化が生まれている。その一方，人々の間に各種の不平等，格差深
化が進行し，人々の希望を喪失させ，それがテロ横行となって現われている。
　そこで，ホープフル・ツーリズム論は，社会的正義・平等の推進，抑圧の反対・排除をスロ
ーガンとするものであるが，その前提になっているものは，現代ツーリズムでも不平等と不正
義がまかり通っているという認識である。そうした不平等・不正義の究極的な根源は，ネオ・
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リベラリズム的政府により推進されている不平等・不正義なグローバル体制である。例えば，
不公平な国際貿易協定や，多国籍企業の活躍等である。これらは広範囲に影響するものである
から，それらからの解放を進め，ホープフル・ツーリズを実現するためには，多くの分野・領
域の協力・協働が不可欠であると規定される。
　かれらのみるところによれば，例えば，最新の経済理論，都市研究，経済地理学，観光地マ
ーケティング等では，経済成長や富の獲得のみに志向した旧来の競争力強化一辺倒的理論につ
いての再検討が行われ，コミュニティの力の強化，生活の質向上，文化・伝統・環境の保持や
創造に志向した研究方向が生まれている。さらには，進化論的生物学などの新しい研究分野が
生成しており，このような（かれらのいう）修正主義理論や知見（reflection）は，ホープフル・ツ
ーリズムの推進に役立っている。それと同時に，プリチャードらは，ホープフル・ツーリズ論
は不平等・不正義を見出すだけではなく，その原因の除去・変革にまで進むものであると主張
し（P2,p.7），そのためには批判的理論が大きな力になると主張している。
２．ホープフル・ツーリズム論の大要
　ホープフル・ツーリズム論は，プリチャードらによると，定義的にいえば，上記で述べたホ
ープフル・ツーリズムの実現という価値観にたつものであり，かつ，ヒューマニズムの観点に
たつもの（value-led, humanist perspective）であるが，その目標とするところは，ツーリズムにお
ける考え方（seeing），あり方（being），行為の仕方（doing），関係のあり方（relating）を変革す
ること，および，行為志向的かつ参加者主導的な学習（learning）と行為（acts）によって不平等・
不正義がより少ないところの，かつ，持続的発展がより促進されるところの，世界を創造する
よう努力することである。
　その際指導原理となるものは，プリチャードらの所論では，「ダイナミック・フェミニズム
（dynamic feminine）」，「モダニティ超越性（transmodernity）」および「ワールド主義（worldism）」
の３者にあるとされているところに特色がある（P2,p.5）。
　ダイナミック・フェミニズムは，ベル・フックス（bell hooks）らの見解に拠り所をおくもので，
男女両性の平等的参加を主柱とするものである。特にツーリズム業務では主婦など女性の負担
となる割合が多いから，ダイナミック・フェミニズムの視点は重要性をもつ。モダニティ超越
性は，モダニティの合理主義を超えて人間相互の依存性や責任性を示すものであるとともに，
他方では，ポストモダン論の脱構造的解体論的カオス論的主張（deconstruction）に反対して，
新しい社会の展望を志向するものである（P1,p.945）。ワールド主義は，世界を単一なものと考え
るのではなく，文化などにおいて多様な複数の社会（multiple lived worlds）があり，各地には独
自性と地方的情況性（local contexuality）があると考えるものである（H2,p.56）。
　ホープフル・ツーリズム論は，要するに，これら３者を指導原理として，〔研究─教育─行動〕
をするよう展開を図るものであって，この論考をみる限り，プリチャードらの主張はマルクス
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主義的思考を必須とするものではない。プリチャードらは，その論考の結論部分において，ホ
ープフル・ツーリズムの研究は，確かに正義と持続的発展の実現のために批判的な思考・教育・
行動の促進を目指すものであるが，このことは，ツーリズムにおける不平等・不正義の原因究
明についてこれまで行われてきた分析の意義について過小評価するものではない。ただし，こ
れまでではその変革までは論じられてこなかったものであると述べている（P2,p.7）。
　また，プリチャードら３名は，別論考で，これまでのツーリズム論でも倫理的主張がなかっ
たのではない。ただしそれは，外在的な（extrinsic）ものであったが，ホープフル・ツーリズム
ではそれが内在的な（intrinsic）ものになると論じている（P1,p.952）。
　プリチャードらのホープフル・ツーリズム論は以上とし，次に批判的観光学の理論構築の方
法の問題を取り上げる。批判的観光学では，多かれ少なかれ，旧来からの通常的ツーリズム論
の理論的枠組みを超えることが必要になるから，さしあたり，そうした通常の枠組みや概念内
容を変えたり，新しく構築することが必要になる。この問題についてアテルイエヴィクらの前
記編書で論じているものに，イギリス・ベッドフォードシア大学のホーリンスヘッド（Hollinshead, 
K.）がある（参照文献H2）。それを拠り所に，次にこの問題を考察する。
Ⅳ．ポストディスプリナリの主張
１．問題の提起
　この問題でホーリンスヘッドが出発点としているのは，そもそもツーリズムは，グローバル
な観点で，広領域を軸的に（axial）考究することを不可欠とする分野であるから，批判的立場
のものだけではなく，どのような立場のものであっても，例えば「ツーリズム理論」といった
狭い１つのディスプリン（discipline: 科目）の固定的な限定的な枠や境界（hard domain boundaries 
and the closed disciplinary system of analysis）にとどまることができず，他の学問分野からの研究
従事を絶対に必要とするものであり，それは必然的なことでもある，という認識である。
　ツーリズム研究ではもともと，「１つの学問分野としての純粋性（domain purity）」はもちろ
んのこと，「インターディスプリナリ的，もしくはマルチディスプリナリ的な純粋性（inter-
disciplinary/multidisciplinary purity）」に囚われていては，ツーリズム関係者たちの知的な学問的
な要請に応じることができない。インターディスプリナリやマルチディスプリナリの方法は，
個々のディスプリン成果の量的集約であって，精々のところ，例えば，ツーリズム関連の法律，
経済，経営，文化などの共通認識化・普遍化がなされるだけのものであるからである。
　それ故，ツーリズム研究で真に必要なものは，世界各地でおきている各種のツーリズム関連
事象に対し多様に対応できるところの「弾力的（flexible），共同生産的（cogenerative）で，浸透
力のある（permeable）研究方法」である。それには，コール（Coles, T.）／ホール（Hall, C.M.）／
ドゥヴァル（Duval, D.T.）によってすでに提起されているポストディスプリナリの考え方（参照
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文献C2）をとり，それを発展させるのがベストであって，それが批判的観光学でも学問的方法
論の土台となるべきであると，ホーリンスヘッドはいうのである（H2,pp.59-60）。その場合，ホー
リンスヘッドの前提になっているのは，次の３点である。
　第１に，既述で一言したワールド主義の考え方で，それは何よりも，各地域の独自性と地域
性を重視するものである。これによって自己（selves）と他者（others）との共鳴が豊かなもの
になり，新しくて新鮮で独自性をもったところの，マルチで超越的な主体（multi- and trans- 
subjectivities）ができる。それによって人々の間に葛藤が生まれることもあるが，自らの再構成
（re-project）が可能になる。いずれにしろ，モットーとなるべきものは，「マルチプルな社会存在」
（multiple worlds）の実現である。
　第２に，こうした「マルチプルな社会存在」を学問的に把握するには，地理学の例をとると，
「ポスト植民地主義的地理」（postcolonial geographies）ともいうべきものを確立することが必要
である。この点について補言すると，ホーリンスヘッドのみるところ，急進的な考え方をとる
論者でも，概して今日でも，旧来支配的であった「帝国主義と植民地」という図式で物事をと
らえる傾向がみられるが，2000年にブラント（Blunt, A.）／ウイルス（Wills, J.）によって，非都
市住民の利害や希望をふまえた新しい形の異体制的な地理（dissident geography）ともいうべき
ものが提起されている（H2,p.57）。これはポスト植民地主義的地理を進め，「マルチプルな社会
存在」論を促進する一助になると期待されるものである。
　第３に，「マルチプルな社会存在」観をツーリズムにおいて確立することである。ホーリン
スヘッドによると，ツーリズム論（学）はこれまで長く一般には概念的に弱いもの（conceptually 
rickety）と考えられてきた。このことを明確に指摘したのは，前記のコールらで，かれらは，
これまでのツーリズム論では教区的偏狭さ（parochialism）があり，教義の伝承的反復（litany）
に終始していて，大学院などでも実態説明を出るものではなかった，と評している（H2,p.57）。
　こうした時に，ブラント／ウイルスの異体制的な地理の主張が提起され，さらに各ディスプ
リンのもつ対話的性質のイノベーションと創造的進展を目指したコールらのポストディスプリ
ナリの主張が現れた。それは，一言でいえば，サイロ化された各ディスプリンの個別的知識生
産方式のうえにたって，資本・労働・情報の流れをより弾力的に誘導できる集約的な知識生産
方法をいうものである。ただし，コールらは，個別ディスプリンの方法や，それに基礎をおく
インターディスプリナリやマルチディスプリナリの方法の意義を全く否定しているのではな
い。コールらは，ツーリズム研究では，これまでの１つのディスプリン独占という因習が除去
されることが絶対に必要であると主張するのである（C2,pp.295,303,312-313）。
　これをみると，インターディスプリナリやマルチディスプリナリの方法では，ツーリズム研
究が，結局，各単独学問（科目，ディスプリン）の知識や知見の寄せ集め的なものに終わり，ツ
ーリズムを全体としてとらえ，かつ，ツーリズムを１つの独自的分野としてとらえるところの，
そして，他の学問と並び存するところの，ツーリズム学（論）というべきものの方法とはなる
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ことができない。このことを可能にするためには，ポストディスプリナリの方法が必須である，
というのがホーリンスヘッドの主張と解することができる。次に，その大要を考察する。
２．ポストディスプリナリ方法の概要
　ポストディスプリナリ方法は，コールらの試みの後，2008年アメリカ・テキサス大学のレプ
コ（Repko,A.F.）によってさらに進展が図られている（cited in H2,pp.60-61）。その際レプコは，ポス
トディスプリナリ方法について，いくつかの類似な方法と比較して特徴を描いている。レプコ
によると，まず，インターディスプリナリ方法は，1つのディスプリンでは解明できない事象
や問題について，いくつかのディスプリンの認識や知見を統合して（integration）提示し，より
広範な理解や認識を得ようとするものである。これに対しマルチディスプリナリは，異なった
ディスプリンの認識や知見をいわば並列的に（side by side）提示するもので，インターディス
プリナリのような統合性がないものをいう。
　さらにレプコは，トランスディスプリナリ（transdisciplinary）の方法にも言及し，これは都
市問題や環境問題といった巨大で複雑なプロジェクトやテーマについていくつかのディスプリ
ンや専門家のハイブリッドな協働が行われるような場合をいうもので，１つの上位テーゼ
（umbrella synthesis）を目標とするような場合をいう。ただしこの場合，関与者にはエキストラ・
ディスプリナリ（extradisciplinary）もしくはシュープラ・ディスプリナリ（supradisciplinary）の
精神をもつことが望まれる。
　これらに対し，ポストディスプリナリ方法はどのような特徴をもつものであるのか。この点
についてホーリンスヘッドは，まず，以下のような「質的研究の理論と技能における諸傾向─
ポストディスプリナリ方法のうえにたった社会正義の実践」（Trends in the theory and craft of　
qualitative inquiry: social justice practices with a bearing on postdisciplinarity）の10原則を紹介している。
ただしこれは，もともとソフト・サイエンスを対象にしたもので，デンジン（Denzin, N.K.）／
リンカン（Lincoln, Y.S.）の編書において提示されたものである（D,cited in H2,pp.66-69）。
　①マルチプルな世界，マルチプルな真理（truths）があることを承認する感覚があること。
　②これまでの研究者たちの専門技術力（expertise）に対して疑問心をもつこと。
　③協働的な（collaborative）研究形式に強い関心をもつこと。
　④民族的な美的観（ethnoesthetic）に対し洞察が必要であることを承知しておくこと。
　⑤文化の解釈において性急に結論を出すことに慎重であること。
　⑥一方的な啓蒙主義に反対する考え方（counter-enlightenment thinking）をもつこと。
　⑦地域などにおける内在的な（indigenous）意味や意見に対し強い支持者であること。
　⑧時にはアグレシブな新しさを求める感覚が必要であることを承知しておくこと。
　⑨ 物事等が広い文化的意味合いのなかで行われることを原則として可とする態度をもつこ
と。
関西大学商学論集　第57巻第１号（2012年６月）74
　⑩ 異なった世界観をもつ人々を受け容れることができるオープンな文化的，社会的，心情的，
政治的性向をもつことが一般に必要であることを承知しておくこと。
　このうえにたって，ホーリンスヘッドは，ポストディスプリナリ方法がとりわけ有用な事柄
として次のことを挙げている。それは，この方法によってツーリズムの複数過程性（plurality）
の意義がより鮮明になり，その理論分析の広さ・深さが進むことである。ここには，ツーリズ
ムにおけるポストディスプリナリ方法の実際的有用性が示されている。
　ツーリズムの複数過程性の一例には，一般に「ツーリズムのシステム性」といわれるものも
あるが（詳しくはΩ1第6章），それは，ツーリズムでは「旅行の準備過程」→「目的地への交通過程」
→「目的地での滞在過程」→「帰路交通過程」→「帰宅後の総括過程」に分かれ，それぞれが
相互に独立した別々の商品取得・消費過程であるとともに，最後には全体が１つのツーリズム
過程として，すなわち諸過程・諸要素を有機的に融合した（amalgamate）全体的過程として現
出することをいうものである。
　このことは，１つのツーリズム過程といっても，そのなかにはいくつかの別々の（複数の）
商品取得・消費が含まれることをいい，これは，通常の物品商品の取得・消費の過程とは異な
るツーリズム商品の独自性を端的に示す事柄であるが，それは，取りも直さず，ツーリズムが
多くの事業部門から成る総合的融合的過程であることを意味し，ツーリズム事象の解明は，単
なる統合を目指すインターディスプリナリ方法などでは充分になされることができないもので
あることを示している。ホーリンスヘッドは，こうしたツーリズムの有機的融合性を解明し，
教育にあたるにはポストディスプリナリの方法が不可欠であるというのである。
　このような有機的融合性をもつツーリズムの研究も，１つのディスプリンというならば，そ
れは旧来の枠を超えた（beyond disciplines; C2,pp.293,300,313），これまでにはない文字通りポストデ
ィスプリナリ方法に立脚したディスプリンである。ちなみに，こうしたツーリズム理論の有機
的融合性は，医学に似たものである。医学は病気の治療に必要という観点で多くの学問（ディ
スプリン）を融合している，ポストディスプリナリ方法の代表的なものである（cf.C2,p.305）。個々
のディスプリンを超えて融合し，自身も１つのディスプリンを形成している。これを，仮に上
位のディスプリンというならば，ツーリズム研究もそうした上位のディスプリンの１つであり，
その研究方法はポストディスプリナリである。
　その一方，ツーリズム研究におけるポストディスプリナリ方法の必要性について，ホーリン
スヘッドは，最後に次のように述べている。すなわち，批判理論的ツーリズム研究の強力な支
持者でも，時には，首都や工業大都市の事情を優先的に考えることがないではない。それは，
ヘゲモニー主義，帝国主義・植民地主義の考え方に囚われたものである。そうした考え方に陥
らないためには，上記のポストディスプリナリ方法の10原則が守られるべきである（H2,p.69）。
ちなみに，このことは，ホーリンスヘッドの場合，批判的観光学たるための条件はこの程度の
ものであることを示している。
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　ところで，批判的観光学は，既述のように，教育面を重視していることが大きな特徴である。
この面ではどのような主張・展開がなされているのか。この面は何よりも，批判的立場の論者
たちがツーリズム教育の新しいパラダイムとよぶところの（S2,p.75）「未来志向的ツーリズム教
育論」（Tourism Education Futures Initiative: TEFI）が代表的なものである。次に，その大要をシ
ェルドン（Sheldon, P.J.）／フェッセンマイアー（Fesenmaier, D.R.）／トライブの論考により考察
する（参照文献S2）。なお，シェルドンはアメリカ・ハワイ大学・旅行産業マネジメント校の名
誉教授，フェッセンマイアーはテンプル大学所属である。
　結論を先にしていえば，それは，ある意味で当然のことながら，現実を所与として，その修
正・改良を図るという観点が強い。TEFIについては，その思想的理論的土台は「リベラル主義」
にあるという見解もある（L1,p.112）。
Ⅴ．未来志向的ツーリズム教育論（TEFI）の提唱
１．TEFI生成の経緯
　TEFIのための活動は，これまでのツーリズム教育方法を改革し，今後においても有効な枠
組みを作り上げる必要があるという声が高まり，若干のツーリズム研究者・教育関係者，実業
家等が2007年ウィーンで会合をもったことに始まる（以下はS2,p.75ff.による）。
　そこでは，さしあたり，どこに問題があるかなどについて世界的規模で約80人の教育専門家
や事業代表者等に意見を聞き，とりあえず，2015年から2030年まで有効な枠組みを作成するこ
となどの申し合わせがなされた。この事業推進のため，原則として年１回大会（TEFI World 
Congress）が開催され，必要に応じてワーキンググループが設置されることになった。
　2007年のウィーンの第１回大会では，ハワイ大学の有名な未来学者，データー（Dator, J.）が
基調講演を行った。将来世界の問題点などを提示し，その対処方法などについて論じた。
　2008年の第２回大会はハワイで行われた。サリー大学のトライブがツーリズムを中心に将来
社会に対するホープ（hope）に関するヴィジョンについて論じたほか，オーストラリアのジェ
ームズ・クック大学のモスカード（Moscardo, G.）が，次世代のための教育スタイルについて論じ，
かつ，カナダのツーリズム業協会（Tourism Industry Association）のメース（Meis, S.）が，ツーリ
ズム部門では熟練従業者の不足が今後10年間において死活問題になることを講演した。
　2009年の第３回大会はスイスのルガノで開催された。ザンクト・ガレン大学のビーガー
（Bieger,T.）を中心にした大学における教育変革上の障害をめぐる論議，および，アテルイエヴ
ィクなどを中心にした教育プログラム変革の進め方に関する論議が行われた。
　2010年の第４回大会はスペインのサン・セバスチャンで行われた。ワーキンググループの地
位や課題などが論議され，次回第５回大会は2011年５月にアメリカのフィラデルフィアで開催
されることが決められた。
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　この間，TEFIの「綱領」（mission）は，定義的には，次のようになることが定められている。
すなわち「TEFIはグローバルな市民性（global citizenship）およびより良き世界を目指す楽観主
義（optimism）を増進するという観点にたって，ツーリズム教育プログラムについてのヴィジ
ョン，知識およびフレームワークを提示することに努めるものである」（cited in S2,p.75）。
　シェルドンらのコメント的解釈によれば，「TEFIのヴィジョンは，単に世界的規模において
ツーリズム教育を作り変えること（reshape）だけではなく，ツーリズム事業のリーダーたちが
行う実践活動が，基本的価値（basic values）に基づいてなされるものとなるよう支援するとこ
ろにある」（S2,pp.75-76）。ここでいう価値は，根本的には，上記「綱領」で述べられているグロ
ーバル市民性とより良き社会の実現であるが，これをさらに具体化したものとして，シェルド
ンらは，TEFIの５つの価値（TEFI-values）を下記のように提示している（S2,p.79ff.）。
　TEFIは，簡潔には，「価値をベースにしたツーリズム教育」（value-based learning）といわれ
るが（S1,p.138），それはこれらの価値に示されるもので，これがシェルドンやトライブらの主導
する，従ってここでいう批判的観光学の追求するツーリズム教育のさしあたりの姿を，少なく
とも理念的に示したものである。ちなみに，こうしたツーリズム教育の理念もしくは指針とな
る価値を規定し，それを広く示すことは，すでに第１回大会で合意されている。
２．TEFIの５つの価値
　TEFIが標榜する５つの価値は，「倫理」（ethics），「知識」（knowledge），「スチュワードシップ」
（stewardship），「プロフェショナリズム」（professionalism），「相互尊敬性」（mutual respect）である。
これらはさらにサブ領域に分けられ，個々のツーリズム教育科目のなかに体系づけられるもの
であるが，５つの価値の大綱的内容は下記の通りである。
　⑴倫理は，行動の善悪の判断基準となるものであるが，実際上は善なる行為を推進すること
である。TEFIでキーワードとされているものは「誠実性」（honesty），「透明性」（transparency），
「本物性」（authenticity）で，実際教育上でキーポイントとなることは，例えば，ギリシャ哲学
等に起源をもつ伝統的な倫理観を説明し，そうしたものが現在どのようなものとなっているか
を理解させること，そして，他人や他の場所を植民地主義的観点で見ないようにすること（de-
colonization），そのためには多様性重視の視点をもつこと，さらには権力や政策の問題にも触れ，
学生が良心に基づいて行動するよう指導することである。
　⑵知識は，ここでは，①経験や教育によって得られた各人の専門的な技能（expertise）や熟
練（skill），②それぞれの主題についての理論的および実践的な理解量，③それぞれの分野の事
実や情報の所有量，④ある事実ないし状況の経験によって得られたことや知っていること，な
どから構成されるものと規定されるが，知識には解釈や概念化も含まれるので，単なるデータ
や情報よりも深いものと定義される。その際TEFIでキーワードとされているものは「創造性」，
「物事についての批判視的態度」，「イノベーション」，「ネットワーキング」で，これにより知
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識創造は可能になるとされている。さらに，ツーリズム教育では，他の分野と異なり次のこと
が重要とされている。①知識を関係者で共有する仕方とその熟練をもつこと，②関連する事業
やコミュニティと双方向的コミュニケーションができる能力をもつこと，③知識・データ・情
報の取得と管理において謙虚さと大胆さをもつこと，④実践ではリスクがあることを知ってお
くこと，⑤学生の批判的思考を強める教育を行うこと，などである。
　⑶スチュワードシップとは，ここでは，物事や人間に対し配慮（care）を行う責任と，責任
遂行に対するアカウンタビリィティをいうが，究極的には，ツーリズムを含めて事柄が持続的
に発展できるようにすることである。TEFIで特に強調されているのは「関係するコミュニテ
ィへの奉仕精神（service）」，「持続的発展の追求」，「責任性」で，スチュワードシップとは，実
際上は，こうした点でリーダーシップのとれる人物の養成をいう。ボランティア・ツーリズム
などもスチュワードシップ涵養上有用な方法とされているが（ボランティア・ツーリズムについて詳し
くはΩ3），関連して，休暇活動のインパクトについて批判的に評価できる態度の育成も重要と
されている。このほか，スチュワードシップ涵養のためには，例えば次の諸点について充分な
理解をもつことが必要とされている。①社会の仕組みや生態系，②環境管理，③気候変化とツ
ーリズムの関係，④持続的発展のための措置，などについてである。
　⑷プロフェショナリズムには種々な見解があるが，TEFIでは「実践力性」（practicality），「リ
ーダーシップ」，「サービス行為性」，実践の行為と結果との「適合性」と「タイムリーの良さ」，
「内省性」（reflexivity），「チームワークとパートナーシップの形成力」，「行為優先性」（pro-activity）
がキーワードで，プロフェショナリズムとはこれらを合体し実行しうる能力とされている。一
言でいえば，専門的能力に裏打ちされた一連の信念と行動である。実際のツーリズム教育では，
ツーリズムに関する知識や技能の習熟が前提となり，その実践的適用と分析を含む熟練の養成，
そして結果についての総合と評価という過程の学習が肝要である。プロフェショナリズムに関
連し，ザックス（Sachs, J.）により新しいプロフェショナリズムは，実証主義的で，原則に則し
たもの（principled）であり，ポストモダンに立脚したものであるという主張がなされているが
（cited in S2,p.86），シェルドン／フェッセンマイアー／トライブは，このうち，「原則に則したもの」
についてだけには，妥当性がないと異論を唱えている。すなわち，シェルドン／フェッセンマ
イアー／トライブは実証主義性とポストモダン性には異論がないという考え方である。特にポ
ストモダンについては，その論考の冒頭で「ツーリズムはポストモダン社会の代表的行為
（hallmark activity）である」と述べ（S2,p.75），「ポストモダン」概念を否定するものではないと宣
している。実証主義についていえば，同編書においてベッドフォードシア大学のアリ（Ali, N.）は，
批判的ツーリズム研究でも「ポスト実証主義」（post-positivism）は望ましいとしている（A1,p.17）。
ただしそれは，彼女によると，基本的には解釈論的なもの（interpretative）で，次の５者，すな
わち解釈主義（interpretivism），批判理論，構成主義（constructivism），ポストモダン主義，フェ
ミニズム（feminism）から成るものである。これから見ても，TEFIについての意見は，実に多
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様である。
　⑸相互尊敬性は，TEFIの第３回大会で規定が見直され，現在では「人間的諸関係に基礎を
おく価値をいうが，それは進化的および動的である態度の形成・発展・展開を必要とする価値
であり，かつ，それは不平等構造のあることの知識と自覚，偏見のない心（open mindness），エ
ムパワーメント，そして自己の文化を世界のなかでとらえ直す能力を内包する態度の形成・発
展・展開を必要とする価値である」と規定されるものである。キーワードとなるものは「プロ
セス」，「多様性」，「包摂」（inclusion），「エクイティ」（equity），「謙虚」，「コラボレーション」
などである。シェルドンらは，ツーリズムは相互尊敬が促進される媒介物であるが，しかしそ
れは，特にツーリストの場合，それぞれの人の利己心を出発点とするものであるから，ツーリ
ストが主体であることにこだわると，相互尊敬性は実現されない。むしろ，相互尊敬性はコン
フリクト解決の過程で促進されることが多い。その意味でも相互尊敬性は，人間相互間におけ
るプロセスであり，自己を知ること（self-awareness）であると論じている。
　シェルドンらによると，TEFIの大要は以上である。最後にかれらは，TEFIの目指すところ
は，ツーリズム教育の根本的変革（fundamentally transform）であるが，その成否は，学校教育
に実際に携わる教育者はじめ多くの要因に依存するものであると結んでいる（S2,p.90）。
　ちなみに，TEFIの，特に５つの価値を中心にしたパイロット的プロジェクトは，すでにウ
ィーンのモデュール大学，アメリカのテンプル大学で始まっており，ハワイ大学やオーストラ
リアのジェームズ・クック大学でも準備過程にあるばかりか（S2,p.92），この20年間において「批
判的思考」（critical thinking）は，教育学分野では１つの流行語（a buzz word）になっているとい
う見解もある（L1,p.112）。
　以上において，ここでいう批判的観光学の大体の全容を提示しえたと思われるが，それは，
現在の社会体制のもとで，少なくとも現状変革が可能という前提にたつが，それは，経済論理
的にいって，現在の資本主義体制のもとで可能であろうかという問題がある。このことは，批
判的観光学とよぶ論者では，現在の資本主義といわれるものを，実際にはどのようなものと理
解しているかを問うことでもある。この点は，ネオ・リベラリズム批判を骨子とする論者の多
い批判的観光学では，要の問題である。
　前記アテルイエヴィクらの編著の『ツーリズム研究の批判的転換─ホープ・アカデミーの創
出』において，この点をまとめて論じているものに，サンダーランド大学のモーゼデール
（Mosedale, J.）の論考（参照文献M5）がある。次に，それを管見する。
Ⅵ．現代経済のとらえ方
　モーゼデールは，現在の資本主義といわれる経済体制でも，価格が需要と供給によっていわ
ば一元的に決まる資本主義的価格原則が妥当するのは，実際には一部分だけであって，それは
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決して全般的全面的なものではないという認識から出発する。以下でみるように，こうした資
本主義的価格原則が妥当しない部面が多くあり，資本主義といわれるが故に資本主義的価格原
則が，すなわち，鉄の法則ともいわれる資本主義的価格原則が，すべての部面で妥当する（し
ている）というのは，現実を離れた短絡的な神話であり，実際には，多様な原則で動く多様な
経済形態（diverse economies）がある，と理解すべきであるというのである。
　この点について，モーゼデールは大要次のように書いている。経済というと，多くの学識者，
政治家，経営者などによって，単一の資本主義的市場経済しか存在しないようにいわれること
が多いが，それは誤りである。実際には，現在社会でも，資本主義的市場経済のルールに従わ
ないところの，種々な（物財や人間労働の）交換形態がある。それにもかかわらず，資本主義的
市場経済は，社会のコントロール力が及ばない超越した存在という神話的な地位に祭り上げら
れてきたのである。すなわち，一般の人には，現在社会では，経済には資本主義的市場経済形
態しかないものと信じられているが，しかし実際には，多様な経済形態があり，資本主義的市
場経済形態は，そのうちの１つの部面（one aspect of a bundle of a different social practices）をなす
にすぎない（M5,p.195）。
　では，今日のいわゆる資本主義社会には，どのような経済形態があるのか。モーゼデールは，
ギブソン=グラハム（Gibson-Graham,J.K.）に依拠し，現代の経済（経営）形態には，大別すると，
次の３者があるとする（M5,p.198）。
　⑴資本家的経営形態（capitalist）：最大の営利追求を目的とする通常の企業などをいうが，価
格は需要と供給とにより決まることを前提とし，労働も需要・供給により決まる賃金原則のも
とに動くものと考える。
　⑵（資本家的形態にとって）オルターナティブな位置にたつ経営形態（alternative）：最大の利益
追求を必ずしも目標とはしないもので，資本家的原理の一部を，他の原理に置き換えているも
のである。例えば，公的経営，グリーン環境志向型経営，倫理的経営，社会的責任志向的経営，
利益無視的経営などがある。これらの経営では，価格は需要・供給によって決まるのではなく，
関係者の事情を斟酌して決められたりする。西欧等でみられる（家屋交換とは異なる）居住住宅の
一時交換（home exchange）もこれに入る。仕事の対価についても種々なケースがある。例えば，
それがボランティア的行為としてなされる場合，仕事上で相互に助け合いをするような場合，
仕事の対価を，貨幣ではなく，実物で受ける場合などがある。
　⑶非資本家的経営形態（non-capitalist）：利益追求を目的とはしないで，剰余がある場合には，
事業非従事者（non-producer）にも配分されることがあるようなもので，コミュニティ経営
（communal）などがある。その実際例としては，財（端的には金銭）が無償で供与されるチャリテ
ィ，慈善的行為，援助的行為などがある。労働する場合も無償的奉仕的に行われることが原則
である。家族が家業を手伝う場合や，ボランティア・ツーリズムを含むボランティア活動等は
その例である。
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　そのうえでモーゼデールは，改めて現在社会における労働のあり方にふれ，労働というと，
現在社会では，資本のもとで行われる賃労働（wage labour）と同義とされることが多いが，実
際には「労働は多様な形で行われる。特にツーリズムではそうであって，（現物給与などの）オ
ルターナティブ形態もあるし，無償で行われるもの（unpaid）もある」（M5,p.203）と述べ，その
うえで「有機農場で働く機会のための世界組織」（World Wide Opportunities on Organic Farms：
Wwoof）の例を紹介している。
　Wwoofでは，一日食事・宿泊付きで（ボランティア的に）仕事をする場合，一日の仕事時間は
４～６時間を目途にしているといわれる。Wwoofは入会金が少額である。これに対して，現
在トピックになることの多いボランティア・ツーリズムでは，斡旋機関が営利的経営で，高額
な斡旋料を取る所があり，ボランティア労働が商品化し，「脱商品化」（decommodified）とは無
縁なものになっている所があると指摘している（M5,p204）。
　最後にモーゼデールは，以上で述べたような（一括していえば資本主義的原則にとって代わる）オ
ルターナティブ経済は，結局，土地密着性が前提で，１つの土地に密着した形で，１つの地域
に居を構えている人同士で可能になることが多い。住民の移動性が高い所では実現は困難であ
ると，総括している。とするならば，オルターナティブな経済は，ツーリズム目的地住民同士
では期待されうるものであるが，ツーリストとツーリズム目的地住民の間では，期待すること
が難しいものとなる。
　いずれにしろ，モーゼデールの多様な経済の存在という主張は，資本主義経済における批判
的観光学の存在可能性根拠を明示したものであるが，それは，現在体制の存在を前提にし，そ
の枠内での変革，というよりは改善・是正の可能性を指摘したもので，基本的には，現実所与
に立脚するものである。
　そのうえで一言付加すると，１つの地域の人たちの相互依存関係は，要するに，社会関係資
本（social capital）の問題であるから，それを土台とした理論展開が必要とされるのではないか（社
会関係資本について詳しくはΩ1,第７章をみられたい）。また，モーゼデールは，その論考の冒頭において，
人類学，地理学，社会学を引き合いにだし，ツーリズム経済（tourism economies）の研究は立ち
遅れているとしているが（M5,p.194），モーゼデールがこの論考で述べているような経営形態の
研究は，経営学などではかなりの進展をみせている。
Ⅶ．結─批判的観光学のさらなる発展のための若干のコメント
　トライブらの批判理論的ツーリズム論の進展・展開形態を，本稿では批判的観光学とよび，
現在の大体の姿を提示してきた。その特徴的諸点は，すでに「序─批判的観光学とは何か」で
概述しているので繰り返さない。批判的観光学は，現在のところ，その学問的一体性において，
批判経営学ほどのものがない。それ故本稿では，それを「批判観光学」とよばず，「批判的観
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光学」としているものであるが，批判的観光学の位置づけや今後の発展可能性について，以下，
私見を述べておきたい。
　まず第一に，批判的観光学は現体制所与の一面があり，その限りにおいては，その「批判」
には一定の限界があるものと思料せざるをえない。というよりは，既述のように，それはもと
もと「リベラル主義のもの」という見解があることからも伺えるように，基本的には現体制の
枠内のものである。
　それ故，今日の批判的観光学は，改めて定義的にいえば，学問方法論的にはポストディスプ
リナリの原理にたって，ホープフル・ツーリズムを標榜し，実際にはTEFIの５つの価値を指
導原理とするツーリズム論（観光学）たるものと理解されるものであり，そこに存在価値があ
ると認められるものである。しかし，今日のようなネオ・リベラリズム的資本主義体制のもと
では，こうした形の批判的理論でも，現状に対するtransformとして変革的意義があるものと
認められる。
　従ってこの枠を超えて，純粋に学問的に批判的観光学がさらに発展するためには，何よりも
学問的原理の根本的一体性の確立が求められるであろう。この点からみると，まず，現在の批
判的観光学では，社会経済的考察と個別経営的考察とが非分離のままで，混在しているところ
のあることが気にかかる。それは例えば，マルクス主義理論を直截的に適用するマクラーレン
／ジャラミロの基調的巻頭論文のトーンと，教育現場・実践現場を直接的対象とするTEFIや，
現時点における多様な経済的経営形態の状況を論じているモーゼデール論文とのトーンとの違
いとして現れている。
　それ故，現在の批判的観光学の発展方向には２つ可能性があると思われる。１つは，学問的
方法論的に純化して，学問的に認められる１つの批判的観光学となることである。今１つは，
現在の形を可とし，多様な理論的方法論的立場を内包することを基本的立脚点として進む方向
である。ツーリズム理論の現状などからいえば，この方も実際的有用性があり，かつ，充分な
存在意義があるものと考えられる。
　前者の学問的純化の方法としては，批判的観光学の場合，ツーリズムが経済的消費過程であ
ることから出発する方法がある。マルクス主義経済学的にいえば，消費単位の家庭は〔W─G
─W’〕（W=商品，G=貨幣）で示されるが，ツーリズムの特色は既述のように購買する商品がシ
ステム的に複数であるところにあるから，W’はシステム的複数商品となり，W’（w’1+w’2+…
+w’n-1+w’n）となる。w’1, ・・・・w’nは，他面では，それに相当する各種ツーリズム資本（一般
的にはG─W─G’）のWに対応するものであるから，システム的に関連する各種ツーリズム資本
の運動〔G1─W1（w1）─G’1〕, ・・・〔Gn─Wn（wn）─G’n〕のそれぞれの販売過程をなすものであ
る。これはツーリズムの供給サイドからのとらえ方である。需要サイド（家庭）の運動は〔W
─G─W’（w’1+w’２+…+w’n-1+w’n）〕である。ここで肝要な点は，w’1+w’2+…+w’n-1+w’nがツーリ
ズムのシステム的関連にある特定商品であることである。
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　この場合，家庭のツーリズム過程は直接的にはツーリズム商品の購入（支出）から始まるが，
それ以前に非経済的過程である企画過程（Hで表示）や，ツーリズム後の総括的過程（H'）があ
るから，このことをも考慮すると，ツーリストの行動過程は，端的には，H─W’（w’1+w’2+…+ 
w’n-1+w’n）─H’となる。これが通常のツーリズム論でシステム理論の定式になっているものであ
る（詳しくはΩ1，16頁以下）。この場合W'は，貨幣の支出（交換）を前提にするものであるから，そ
れは正しくはG─W’として示される。このようにして，これをツーリズムの供給サイドである
ツーリズム業の運動と組み合わせた場合，ツーリズムの全体的関連は下記の別図のようになる。
　さらにこの場合，資本運動であるG─W─G’は，基本的には（商品の交換）価値に焦点をおく
量的増加運動であるのに対して，W─G─W’は使用価値に焦点をおく質の変化運動である。す
なわち，ツーリズム供給側であるツーリズム企業では価値の量的増加運動が根本原理となるが，
需要側ではより良き質の使用価値の取得が課題になる。ツーリズムは，ツーリストにとっては，
あくまでも，異なった使用価値のシステム的な連続的取得過程であるが，しかし各々の使用価
値は，別々の資本運動をなす個別の資本によって提供される。ここにツーリズムの根本的矛盾
がある。
　これらの点に関するこれ以上の展開は他日の課題とするが，ツーリズム過程の需要と供給を
含めた全体的関連についての理論的分析は，これらの諸点に根本的出発点があるものと考える。
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別図：ツーリズムの全体的シェーマ（簡単化したもの）
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